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奄美佳南園 重要事項説明書  
（指定介護老人福祉施設） 

 

 

 

 

 

あなた（又はあなたの家族）がご利用しようと考えている 

指定介護老人福祉施設サービスについて、契約を締結する前に知っておいていただきた

い内容を、説明いたします。 

わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

１．事業者（経営法人）について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

代 表 者 氏 名 理事長 青木 善治 

法人本部所在地 

（連絡先及び電話番号等） 

静岡県浜松市中区元城町 218 番 26 

法人本部代表 ℡053-413-3300 FAX053-413-3314 

法人設立年月日 昭和 27 年 5 月 17 日 

 

２．利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地・概要 

事 業 所 名 称 奄 美 佳 南 園 

介護 保険指 定 

事 業 者 番 号 

鹿児島県指定 [4670700121 号] 

指定介護老人福祉施設 平成 12 年 3 月 30 日指定  

事業 所所在 地 鹿児島県奄美市名瀬平田町 7 番 15 号 

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート造４階建 

建物の延床面積 4124.23 ㎡ 

管 理 者 施設長  村田 勇樹 （むらた ゆうき） 

連 絡 先 

相談 担当者 名 

℡0997-52-8688・FAX 番号 0997-52-8695 

奄美佳南園（職種      ・氏名           ） 

入 所 定 員 
利用定員は、50 名です。災害時等やむを得ない場合を除き、入所定

員及び居室の定員を超えません。【多床室 42 名・従来型個室 8 名】 

併設事業所 

（事業の種類） （鹿児島県指定） （定員） 

◇ 短期入所生活介護 第 4670700121 号 10 人 

◇ 介護老人福祉施設(ユニット型) 第 4670701244 号 30 人 

◇ 短期入所生活介護(ユニット型) 第 4670701244 号 空床 

◇ 通所介護（地域密着型） 第 4670700162 号 18 人 

◇ 訪問入浴介護 第 4670700261 号  
 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

(鹿児島県指定 第４６７０７００１２１号) 
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(2) 事業の目的・運営方針 

目的 

社会福祉法人聖隷福祉事業団が設置・運営する、介護老人福祉施設 奄美

佳南園（以下「施設」という。）が行う介護老人福祉施設事業（以下「事

業」という。）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関す

る事項を定め、事業所の職員が要介護状態にある高齢者に対し、適正な

介護サービスを提供することを目的とします。当施設は、介護保険法令

に従い、利用者が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活

を営むことが出来るように支援することを目的として、ご利用者に、日

常生活を営むために必要な居室及び共用施設等をご利用いただき、介護

福祉施設サービスを提供します。この施設は、身体上又は精神上著しい

障害があるために常時の介護を必要とし、かつ居宅においてこれを受け

ることが困難な方が利用いただけます。 

運営方針 

① 事業所は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生

活の復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援

助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、

健康管理、及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを

目指します。 

② 事業所は、入所者の意思及び人格を尊重し、常にその置かれているご

利用者の立場に立って施設サービスを提供いたします。 

③ 事業所は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを

重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事

業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めます。 

④ 事業所が行うサービスの提供にあたって当該利用者及び他のご利用

者等の、生命又は身体を保護する為、緊急かつやむを得ない場合を除

いて身体的拘束その他、利用者の行動を制約する行為を行いません。 

(3) 居室の概要 

当施設において以下の居室・設備をご用意しています。入所される居室は、原則と

して利用者の心身状況等を勘案して施設にて決めさせていただきます。（但し、ご利

用者の心身等の状況や居室の空き状況によりご希望に添えない場合もあります。） 

居室・設備の種類 室 数 備 考 

従来型個室 8 室 １室あたり面積 15.45 ㎡ 室内トイレ有り 

多床室 8 室 １室あたり面積 53.30 ㎡ （4 人部屋） 

多床室 4 室 １室あたり面積 53.01 ㎡ （4 人部屋） 

多床室 2 室 １室あたり面積 22.31 ㎡ （2 人部屋） 

居 室 合 計 22 室  

食 堂 2 室 １室あたり面積 100.06 ㎡各階 1 室 

浴 室 2 室 機械浴 2 台（特殊浴槽 1 台） 

医 務 室 1 室 面積 12.45 ㎡ 

静 養 室 1 室 面積 11.24 ㎡ 

※ 利用者から居室の変更希望の申出があった場合は、居室の空き状況により事業所
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において、その可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変更

する場合があります。その際には、利用者や家族等と協議のうえ決定するものと

します｡ 

※ 当事業所の建物内は全室空調設備を完備しております。 

(4) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

(5) 施設利用対象者 

① 当施設に入所できるのは、入所申込者のうち、要介護 3 から要介護 5 までの要介護

者及び、要介護 1 又は要介護 2 であって特例入所の要件に該当する方が対象となり

ます。 

② 入所契約の締結前に、事業者から感染症等に関する健康診断を受け、その診断書の

提出をお願いする場合があります。このような場合には、ご利用者は、これにご協

力下さるようお願いいたします。 

(6) 事業所の職員体制 

職 種 職 務 内 容 

管理者 施設の責任者として、その管理を統括します。 

介護職員 
ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談助言等を

行います。 
 

看護職員 
主にご利用者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介

護、看護等も行います。 

機能訓練指導員 ご利用者の機能訓練を担当します。 

生活相談員 ご利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

介護支援専門員 
ご利用者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。生活

相談員・介護職員が兼ねる場合もあります。 

嘱託医師 ご利用者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

管理栄養士 

1 施設の給食管理、利用者の栄養状態並びに心身の状況及び嗜好を考

慮した食事の献立作成、摂取状況に応じた個別の対応による低栄養状

態を改善するための栄養マネジメント・栄養等指導等の業務を行いま

す。 

2 栄養改善サービスを行います。 

事務職員 施設の労務管理・経理等を行います。 

 

営 業 日 事業所の性格上、年中無休 24 時間営業とする 



 4 

事業所に勤務する職員・員数・及び職務内容は次の通りです。 

<主な職員の配置状況・指定短期入所生活介護事業兼務> 

職 種 常勤換算 常勤基準 

① 管理者（施設長兼務） 1 名 1 名 

② 医師（非常勤・嘱託） 1 名 必要数 

③ 事務職員 3 名以上  

④ 生活相談員 2 名以上 1 名 

⑤ 介護職員 20 名以上 20 名 

⑥ 看護職員 2 名以上 2 名 

⑦ 機能訓練指導員（兼務） 1 名以上 （1 名） 

⑧ 介護支援専門員 1 名以上 1 名 

⑨ 管理栄養士 1 名 1 名 

⑩ 調理員 委託  

職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

〈主な職種の勤務体制〉 

職 種 勤 務 体 制 

医師 毎週月・木曜日 14：00～15：00 

介護職員 6：00～12：00（ 6 名以上） 

12：00～18：00（11 名以上） 

18：00～24：00（ 4 名以上） 

24：00～ 6：00（ 4 名以上） 

看護職員 8：00～9：00 

17：00～18：30（ 1 名以上） 

9：00～17：00（ 1 名以上） 

※ 介護職員の勤務は、介護が必要な時間帯に適切な人員配置しております。 

※ 土・日曜日は上記と異なる場合があります。 
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３．提供するサービスの内容について 

(1) 提供するサービスの内容について 

身体の介護に 

関すること 

日常動作の程度により、必要な支援及びサービスを行います。 

①排泄の介助 ②移動、移乗動作の介助 ③その他必要な身体の介助 

入浴に関すること 

利用者の状態に合わせて入浴又は清拭を週２回以上行います。 

入浴する事が困難な利用者に対して、機械浴槽を使用して入浴することがで

きます。 

①衣類着脱の介助 ②身体の清拭、洗髪、洗身 ③その他必要な入浴の介助 

④入浴又は清拭は週２回行います。 

排泄に関すること 排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

食事に関すること 

食事を希望する利用者に対し、必要な食事サービスを提供します。 

①配膳、下膳の介助 ②食事摂取の介助 ③その他必要な食事の介助 

④食事時間は原則的に 朝食 7：30～ 昼食 12：00～ 夕食 18：00～とする

が、利用者の心身的状況により食事の提供時間を変更することもあります。 

機能訓練に関する

こと 

機能訓練指導員が中心となって、看護職員・介護職員と協働により、利用者

の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復又はその減

退を防止するための訓練を実施します。 

アクティビティ 

サービスに関する

こと 

利用者が生きがいのある、快適で豊かな日常生活を送ることが出来るような

生活援助や家庭での日常生活に必要な基礎的なサービス（訓練）及び機能低

下を防ぐため必要な訓練を行う。また、利用者の身体的、精神的な疲労回復

と気分転換が図れるよう各種サービスを提供します。 

①レクリェーション ②各種行事への参加 ③機能訓練 ④休養（養護） 

医療、看護に関す

ること 

医療看護が必要な場合に次のサービスを提供します。 

①褥瘡等の予防、処置 ②主治医による往診 ③カテーテル等の管理 

④その他医師の指示による医療処置等 

自動車による送迎

に関すること 

障害の程度、地理的条件、その他の理由により自動車による送迎を必要とす

る利用者については、必要なサービスを提供します。 

①移乗、移動動作の介助 ②送迎 

相談、助言に関する

こと 

利用者及びその家族の日常生活における身上、介護等に関する相談及び援助

を行います。 

その他 

自立への支援 

寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。 

生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

４．虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要

な措置を講じます。 

（1）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 施設長 村田 勇樹 

（2）成年後見制度の利用を支援します。 

（3）苦情解決体制を整備しています。 
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（4）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を年１回以上実施します。 

（5）虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報

します。 

 

５ 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等

のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ

ことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げること

に留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を

行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1）緊急性………直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体

に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（2）非代替性……身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が

及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（3）一時性………利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくな

った場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

６．施設利用対象者の入所について 

（1） 当施設に入所できるのは、原則として介護保険制度における要介護認定の結果

「要介護」と認定された方が対象になります。また、入所時において「要介護３」

以上の認定を受けておられる入所者であっても、将来「要介護３」以上の認定者

でなくなった場合には、退所していただくことになります。 

（2） 入所契約の締結前に、当施設から感染症等に関する健康診断を受け、その診断

書の提出をお願いする場合があります。 

（3） 当施設は、正当な理由なく指定介護老人福祉施設サービス提供拒否はしません。 

（4） 当施設は、利用申込者が入院治療を必要とする場合その他、利用申込者に対し

適切な便宜を提供する事が困難な場合は、適切な病院もしくは介護保険施設を紹

介する等行います。 
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（5） 当施設は利用申込者の入所に際しては、その心身の状況及び病歴等の把握に努

めます 

（6） 当施設は入所判定委員会を設置し、利用者が入所に該当するか否かを検討及び

判定します。入所判定委員会は、管理者、生活相談員、介護職員、看護職員、介

護支援専門員、居宅介護支援事業所の職員、第三者で構成します。 

 

７．事業所を退所していただく場合（契約の終了について） 

（1）当事業所との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下

のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこ

のような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了し、利用者に

退所していただくことになります。 

①  要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援、要介護１、２と判定された場

合 

②  当施設が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

③  当施設の滅失や重大な毀損（きそん）により、利用者に対するサービスの提供が不可能

になった場合 

④  当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤  利用者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑥  当施設から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

（2）利用者からの退所の申し出（中途解約・契約解除） 

契約の有効期間であっても、利用者から当事業所からの退所を申し出ることができます。

その場合には、退所を希望する日の最大７日前までに解約届出書をご提出ください。た

だし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、事業所を退所することができます。 

①  介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合  

②  施設の運営規程の変更に同意できない場合  

③  利用者が入院された場合  

④  事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本重要事項説明書に定める

介護福祉施設サービスを実施しない場合  

⑤  事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合  

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・

信用等を傷つけ、又は著しい不信行為その他本契約を継続しがたい重大な事

情が認められる場合  

⑦ 他の利用者がご利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

（3）事業所からの申し出により退所していただく場合（契約解除） 



 8 

以下の事項に該当する場合には、当事業所からの退所していただくことがあります。 

①  利用者が、利用同意締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合  

②  利用者による、サービス利用料金の支払いが最低６か月遅延し、相当期間を

定めた催告にもかかわらず、これが支払われない場合  

③  利用者が、故意又は重大な過失により事業所又はサービス従事者もしくは他

の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行

うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合  

④  利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重大な影

響を及ぼすおそれがあり、あるいは、利用者が重大な自傷行為を繰り返すな

ど、本利用を継続しがたい重大な事情が生じた場合  

⑤  利用者が長期間にわたり病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしく

は入院した場合  

⑥  利用者が介護老人保健施設入所した場合もしくは介護療養型医療施設入院し

た場合  

⑦  利用者が心身・生命の安全保護の為に、当施設の行っている通常のサービス

（介護保険外のサービスも含む）以外のサービスを必要とする場合で、当施

設がこれを提供することが著しく困難である場合には、利用者と協議の上、

対処していただく場合もあります。  

 （4）円滑な退所のための援助 

利用者が当施設を退所する場合には、利用者の希望により、事業所はご利用者の心

身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を

ご利用者に対して速やかに行います。また、当施設からの解除による他所の場合に

も、相応の努力をいたします。 

① 病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

② 居宅介護支援事業者の紹介 

③ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

８．利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合） 

その他の費用の請求及び支払い方法について 

当事業所では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

◎利用料金が介護保険から給付される場合 

◎利用料金の全額を利用者に負担いただく場合があります。 

※ 利用料については、別添資料の料金表をご確認ください。 
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（1）利用料、利用者負担

額（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

請求方法等 

① 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びそ

の他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ご

との合計金額により請求いたします。 

② 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 15

日頃に利用者あてお届け（郵送）します。 
 

（2）利用料、利用者負担

額（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

支払い方法等 

(ア) 口座（からの自動引き落とし⇒【翌月 25 日】 

※ 手続きは事務所までご連絡ください。 

取扱金融機関；郵便局（ゆうちょ銀行）、鹿児島銀行、南

日本銀行、奄美信用組合、奄美大島信用金庫 

(イ) 窓口での現金支払 

(ウ) 下記指定口座への振り込み【翌月末までに】 

鹿児島銀行 大島支店 普通預金 3016012 

社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

奄美佳南園 理事長 青木 善治 
 

 

９．施設利用の留意事項 

当施設の利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快

適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（1）持ち込み制限 
入所に当たり、持ち込みの制限はありません。ただし、ペッ

ト・危険物類はご遠慮ください。 

（2）面会 

面会時間は定めておりません。夜間等は他の方の迷惑になら

ないようにご配慮ください。 また、来訪者は、必ずその都

度職員に届出て下さい。なお、来訪される場合、飲食物（特

に生もの）の持ち込みはご遠慮ください。 

（3）外出・外泊 
外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。但し、

外泊については、最長で連続６日間とさせていただきます。 

（4）食事 

食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日まで

に申し出があった場合には、「食事に係る自己負担額」は減

免されます。 

（5）金品等について 
金品等の持ち込みは、施設で責任を負いかねますので、利用

者（身元引受人）の責任の範囲でご了承お願い致します。 
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（6）施設・設備の使用上

の注意 

居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して

下さい。 

①故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわ

らず、施設、設備を壊したり、汚したりした場合には、利

用者に自己負担により原状に復していただくか、又は相当

の代価をお支払いいただく場合があります。 

②利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上

の必要があると認められる場合には、利用者の居室内に立

ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。但

し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、

十分な配慮を行います。 

③当施設の職員や他の入居者に対し、迷惑を及ぼすような宗

教活動、政治活動、営利活動等を行うことはできません。 

（7）喫煙 施設建物館内は全て禁煙とします。 

 

１０．入退所の記録の記載 

事業所は利用に際しては、利用の年月日ならびに利用している介護保険施設の種類

及び名称を退所に際しては退所の年月日を当該者の被保険者証に記載します。 

 

１１．身元引受人 

身元引受人をご指定下さい。身元引受人の主な責任は以下の通りです。なお、身元

引受人は、民法（債権法）に定める保証人としての責任を負います。 

（１） 重要事項説明書の各条項のほか、以下の各項目に従い債務を保証 

① 連帯保証人は、利用者と連帯して本契約から生じる利用者の債務を負担するも

のとする。 

② 前項の連帯保証人の負担は、極度 120 万円を限度とする。 

③ 連帯保証人の請求があったときは、事業者は連帯保証人に対し、遅滞なく利用

料等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等

に関する情報を提供しなければならない。 

（２） 入院等に関する手続き 

（３） 契約終了後のご契約者受入先の確保 

（４） ご契約者が死亡した場合のご遺体及び残置物の引き取り等 
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（５） 面談、その他ご利用者に関して必要と思われる事項 

※ 身元引受人が役割を果たせなくなった場合には、あらたな身元引受人を立てて

いただきます。 

１２．契約締結からサービス提供までの流れ 

利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成す

る「施設サービス計画（ケアプラン）」で定めます。「施設サービス計画（ケアプラン）」

の作成及びその変更は次の通り行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護保険の更新時または退院前、状態が変化した際には、サービス担当者会を開催致

します。 

 

① 当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の原案作成

やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

② その担当者は施設サービス計画の原案について、ご利用者及びその家族等に

対して説明し、同意を得たうえで決定します。 

③ 施設サービス計画は、６か月～１年に１回介護保険の更新月にサービス担

当者会議を行い変更、もしくはご利用者及びその家族等の要請に応じて、

変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合には、ご利用

者及びその家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 

④ 施設サービス計画が変更された場合には、ご利用者に対して書面を交付

し、その内容を確認していただきます。 
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１３．健康管理 

当施設の医師または看護職員は、常に利用者の健康状態に注意し必要に応じて健康保

持のための適切な処置をとります。 

  （1）年１回  採血 

  （2）年１回  胸部レントゲン撮影 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により、下記協力医療機関において診療や入

院治療を受けることができます。（ただし、下記医療機関での優先的な診療・入院治療

を義務付けるものでもありません） 

①協力医療機関 

医療機関の名称 鹿児島県立大島病院 

所在地 〒894－0015 鹿児島県奄美市名瀬真名津町１８－１ 

診療科 

内科、循環器内科、消化器内科、神経内科、 

外科、整形外科、皮膚科、眼科、放射線科、 

麻酔科、精神科、婦人科、脳神経外科、泌尿器科、 

耳鼻咽喉科、歯科・口腔外科 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 朝仁歯科 

所在地 〒894-0041 鹿児島県奄美市名瀬朝仁新町 27-12 
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１４．入院期間中の取扱い 

利用者が病院等に入院された場合の対応について 

当事業所に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５．サービス提供における事業者の義務 

（1）当事業所は、ご利用者に対してサービスを提供するに当たって、次の事を守ります。 

① 利用者の生命・身体・財産の安全確保に配慮します。 

② 利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の

上、利用者から聴取・確認します。 

③ 利用者が受けている要介護認定有効期間の満了日の３０日前までに、要介護認

定の更新申請のために必要な援助を行います。 

④ 利用者に同意していただいたサービスについて記録を作成し、契約期間終了後

５年間保管すると共に、利用者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写を交

付します。 

⑤ 利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し利用

者又は他の利用者等の生命・身体を保護する為に緊急やむを得ない場合には、

記録を記載する等、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

 

６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。 

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。 

① 検査入院等、６日間以内の短期入院の場合 

長期間入院された場合、入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合等、

退院時にホームの受入準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活

介護の居室等をご利用いただく場合があります。 

② 長期間の入院の場合 

退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場合には、

当事業所に再び優先的に入所することはできません。 

③ 退院が見込まれない場合 
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（2）従業者の禁止行為 

従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行なう宗教活動、政治活動、営利活動、その他

迷惑行為 

 

１６．衛生管理  

（1）当施設は、利用者の使用する食器、その他の設備または飲料に供する水につい

て衛生的な管理に努め、または衛生上必要な措置を講じるとともに、医療品及び

医療器具の管理を適正に行います。 

（2）当施設は、感染症又は食中毒が発生し、またはまん延しないように次の各号に

掲げる措置を講じます。 

① 施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会を月に一回程度、定期的に開催するとともに、その結果につい

て介護職員その他の職員に周知徹底を図ります。 

② 施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整

備します。 

③ 当施設において、介護職員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止ための研修を年に 2 回に実施します。 

④ 施設は感染症が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定

的・継続的に提供されるように業務継続計画を予め策定し、必要な研修や訓

練を実施します。 

⑤ 感染症発生時には、計画に従って速やかに必要な措置を行います。 

⑥ 前号に掲げるもののほか、別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発

生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行います。 
 

 

１７．非常災害時対策 

（1）当施設は、非常災害時に備え、消火・通報・避難その他必要な訓練を年２回

以上実施します。 

（2）消防法に準拠して防災計画を別に定めます。 

（3）当施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への

通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に通知します。 

（4）当施設は災害が発生した場合、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に

提供されるように業務継続計画を予め策定し、必要な研修や訓練を定期的に実

施します。 

（5）災害の発生時には、計画に従って速やかに必要な措置を行います。 
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１８．緊急時の対応 

（1）当施設は、施設サービスを提供している時に利用者において、病状の急変が

生じた場合、若しくはその他必要な場合に、速やかに主治医、嘱託医、利用者

の家族または協力病院に、連絡を行うと共に、必要な措置を講じます。 

（2）当施設は、天災、その他の災害が発生した場合、必要に応じ利用者の避難な

どの措置を講じ、管理者に連絡の上その指示に従うものとします。 

 

１９．事故発生時の対応 

利用者に対する施設サービスの提供により事故の発生又はその再発を防止するため、次

の各号に定める措置を講じます。 

（1）事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発

生の防止のための指針を整備します。 

（2）事故が発生した場合又はそれに至る危険性が生じた場合に、当該事実が報告さ

れ、その分析を通した改善案について、職員に周知徹底を図る体制を整備します。 

（3）事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行います。 

（4）利用者に対する施設サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに保

険者、利用者の家族に連絡を行うともに、必要な措置を講じます。 

（5）利用者に対する事故の状況および事故に際してとった処置について記録をしま

す。 

（6）利用者に対する施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を行います。 

 

２０．秘密保持 

（1） 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって

知り得た利用者又はご家族に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩いた

しません。（守秘義務） 

（2） 事業者及びサービス従事者は、従事者であった者に、業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を保持させるため、従事者でなくなった後に於いても、

これらの秘密を保持するべき旨を、従事者との雇用契約の内容とします。 

（3） 利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心

身等の情報を提供いたします。 

（4） 利用者の円滑な退所のため援助を行う際に情報提供を必要とする場合に

は、予め文書にて、利用者又はご家族の同意を得て行います。 

 

２１．個人情報の保護について 

（1）事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等に

おいて、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報につい

ても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個

人情報を用いません。 

（2）事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙による
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ものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

（3）事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示する

こととし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞

なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。

(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 
 

 

２２．損害賠償について 

当施設において、施設の責任により利用者に生じた損害については、当施設は速

やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。ただ

し、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用

者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、当施設の損害賠償

責任を減じる場合があります。 

 

２３．サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制当施設に対する苦情やご相談については、提供した指定介護老

人福祉施設サービスに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情に迅速か

つ適正に対応するため、以下の専用窓口で受け付けます。また、苦情受付ボッ

クスを玄関ホールに設置しています。 

（2） 当施設は、その提供した施設サービスに関し保険者が行う文章その他の物件の

提出もしくは掲示の求めで、または保険者が行う調査に協力するとともに、保

険者から指導または助言を受けた場合は、その指導または助言に従って必要な

改善を行います。 

（3） 当施設は、その提供した施設サービスに関する国民健康保険団体連合会からの

指導または助言を受けた場合は、その指導または助言に従って必要な改善を行

います。 

【事業者の窓口】 

① 苦情受付窓口担当者 

長谷川 大（生活相談員） 

② 苦情受付責任者 

村田 勇樹（施設長） 

所 在 地 鹿児島県奄美市名瀬平田町 7 番 15 号 

電話番号 0997-52-8688 FAX 番号 0997-52-8695 

受付時間 毎週月曜日～土曜日 9 時～17 時 

奄美市役所高齢者福祉課 

所在地  鹿児島県奄美市名瀬幸町 25－8 

電話番号 52－1111 

受付時間 9 時～17 時 

国民健康保険団体連合会 

所在地  鹿児島市鴨池新町 7－4 

電話番号 099－213-5122  

受付時間 9 時～17 時 
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２４. 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年     月     日 

上記内容について、介護老人福祉施設サービスの提供に際し、本書面に基づき、重

要事項の説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 静岡県浜松市中区元城町 218 番 26 

法 人 名 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

代 表 者 名 理 事 長  青木 善治 

事 業 所 名 奄美佳南園（介護老人福祉施設） 

説明者氏名 印 

上記内容の説明を事業者から確かに受けました。 

利用者 

住 所  

氏 名 印 

私（利用者の家族）は、利用者が事業所から重要事項の説明を受け、指定介護老人

福祉施設サービスの提供開始に同意したことを確認したので、利用者に代わって署名

を代行いたします。 

署名代行者 

住 所  

氏 名 印 

 

身元引受人 

住 所  

氏 名 印 

 


